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平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

情 報 共 有 化 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３８，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府民発・府民参画・府民協働の促進のため、府民が求める府政情報

を速やかに提供できる府民との情報共有の環境及びそれを推進する体

系的な庁内の情報共有システムを運用する。

事 業 内 容

２ 事業内容

目 的

（１）情報共有の推進

府庁内の公文書等の府民への公開対 象

府庁内での情報の共有の推進

（２）プロジェクト管理システムの運用方法等

庁内におけるプロジェクトの進捗管理を行うシステムの運用

担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号 075-414-5961

総務－１



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

電 子 申 請 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続６７，４５２千円

１ 目 的

府・市町村共同の電子窓口サービス（ポータルシステム・公共施

設案内予約システム・電子申請システム）を運用し、府民サービス

の向上と業務改革の一層の推進を図る。

２ 内 容

事 業 内 容 （１）ポータルシステムの運用

・府、市町村等の行政情報、行催事情報等の提供

目 的 ・申請書のダウンロード

・行催事等への参加申込の受付 等

対 象

（２）公共施設案内予約システムの運用

方法等 ・施設情報の提供

・空き情報の提供

・予約・抽選申込 等

（３）電子申請システムの運用

・申請・届出（代理申請も可能）

・進捗状況に関する情報の提供 等

075-414-5747担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－２



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

財 務 業 務 改 革 推 進 費事 業 名

予 算 額 １１１，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

予算編成、財務会計及び決算管理に係る事務を見直し、効率化

を図るとともに、これらの機能を統合した低コストのシステムを

市町村との共同化により実現する。

２ 概 要

事 業 内 容

新たにＷｅｂ方式を採用することにより低コストを実現した新

目 的 システムを運用する。

対 象

方法等 （新システムの特徴）

① 予算編成、決算管理機能の追加により、予算から執行、決算

までを統合した一元的な財務管理を可能とし、二重入力の排除

等により、財務業務全体を通じた効率化を図る。

② 電子決裁へ対応することで、事務処理の迅速化を図る。

③ 出力帳票等のペーパレス化の推進により、省資源化のみなら

ず、保管場所が不要となることにより、ファシリティの有効活

用に資する。

④ 方式による操作性の向上とシームレスな検索により業務Web
の効率化が可能となる。

075-414-5745担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－３



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

総 務 事 務 集 中 化 推 進 費事 業 名

予 算 額 ９９，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

給与、旅費等の内部管理業務について、ＩＴを活用した集中処

理を行い、業務の効率化を図る。

事 業 内 容 これにより府民価値に直結する業務へ人材等を振り向けること

で、府民の方々により高い品質の行政サービスを提供する。

目的

対象

方法等

２ 内 容

( ) 総務事務システム等の運用1
総務事務システム（旅費管理等の総務事務をスリム化させる

システム）等の運用を開始する。

( ) 事務集中処理の実施2
総務事務システムを活用した事務の集中処理を開始するとと

もに、引き続き集中処理の対象範囲の拡大を図る。

075-414-5964担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－４



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

内部事務アウトソーシング推進費事 業 名

予 算 額 １９１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的
※

庶務、経理をはじめとする内部事務（総務事務システムを活用
し、集中処理を実施）について、民間のノウハウを活用してアウ
トソーシングを行う。

事 業 内 容 これにより業務の大幅な効率化を図るとともに、府民価値に直
結する業務へ人材等を振り向けることで、府民の方々により高い

目的 品質の行政サービスを提供する。

※総務事務システム…旅費管理等の庶務事務をスリム化させるシステム。対象
総務事務集中化推進費において運用を実施。

方法等

２ 内 容

（１）アウトソーシングの実施
庶務、経理をはじめとする内部事務の業務委託

（２）アウトソーシングの推進
民間のノウハウを活用した業務プロセスの一層の簡素・効率

化を図る

075-414-5964担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－５



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続５１ ０００千円,

１ 目 的

（ ）府と府内市町村が共同で整備した統合型地理情報システム ＧＩＳ

を運用し、地図をベースとして府民の方々との間で分かりやすく、親

しみやすい情報の共有を進めるとともに、防災、環境、まちづくりな

ど様々な行政分野における業務の高度化・効率化を推進する。

事 業 内 容

目 的 ２ 内 容

対 象 統合型地理情報システム（ＧＩＳ）の運用

【統合型ＧＩＳの主な機能等】方法等

・府内全域の精細な航空写真、国土地理院の精度認証を受けた

高精度なデジタル地図の検索、利用

・デジタル地図上に整備した府・市町村の防災、土地利用、公

共施設、統計等の情報の検索、利用

・地図上でルート検索、距離計測、面積計測する機能

・カメラ及びＧＰＳ機能付き携帯電話で撮影した被災現場等の

写真と位置情報を、現地から直接統合型ＧＩＳに登録できる

機能

・業務の効率化に寄与する各種台帳システムとの連携機能

075-414-5748担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－６



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

府民総合案内・相談センター設置費事 業 名

予 算 額 ７４，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

本庁舎内に機能ごとに設置されている府民応対窓口を集約し、来庁

▲

される府民の方々への応対から電話・メール応対を行うコールセンタ

ーの機能まで合わせ持ち、一元的に府民の方々からの問合せ・苦情・

事 業 内 容 要望・提案を受け付ける「 」を設置する。府民総合案内・相談センター

目 的 一元的な府民窓口の設置により、府民の方々の府政への参画・協働
▲

対 象 を促進するとともに、府民からの問合せ・苦情・要望・提案などを確

方法等 実に府政に反映させる環境を整備する。

２ 事業内容

府民総合案内・相談センターの設置・運営

・来庁者応対

・電話・メール応対

担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号 075-414-5961

総務－７



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

税務電算再構築推進費事 業 名

予 算 額 ２９８，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

現行のホストコンピュータ集中処理によるシステムを見直し、

、 、Ｗｅｂ方式を採用することにより 電算システムの 適化を実現して

維持管理コストの抑制を図るとともに、課税・徴収力向上のための

システムを再構築するとともに、運用を開始する。

事 業 内 容

２ 開発の目的・効果

目的

対象 （１）維持管理経費の節減

・ Ｗｅｂ方式による端末管理コスト等削減

方法等 ・ 大量帳票削減

（２）課税・徴収力の強化

① 納税者利便性の向上

・ 自動車税口座振替の拡大（車単位→納税者単位）

・ 電子申告システム

・ 電子申請（自動車税住所変更）対応

② 業務の効率化

・ 窓口即日消込

・ 滞納整理の電算管理による情報共有・進行管理

・ 電子決裁連携

③ システムの効率化

・ システム統合（自動車税収納とその他税目収納）

・ データ連携（市町村、国税 、財務データ等）による

二重入力廃止

３ 新システム稼働予定時期

平成２０年１月

075-414-4440担当課・係名 税務課 税務執行体制改革担当 課・係 電話番号

総務－８



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

税業務共同処理体制整備費事 業 名

予 算 額 ８７，５００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

公平公正で効率的な、府民に信頼される税務行政の確立に向けて、

市町村と府の税業務共同化を進めるため、共同徴収を支援する電算シ

ステムを構築する。

事 業 内 容 税業務の共同化により、税収の確保、コストの削減、納税者の利便

性、税務執行体制の強化などを図る。

目的

対象

方法等 ２ 事業内容

（１）共同徴収の内容

市町村と府の滞納案件を共同処理することにより、効果的、効率

的な徴収体制を確立する。

（２）共同徴収システムの機能

・ 市町村、府の共通滞納者の整理

・ 催告、滞納処分の帳票作成

・ 滞納処分の進捗管理

（３）システム稼働予定時期

平成２０年４月

075-414-4440担当課・係名 税務課 税務執行体制改革担当 課・係 電話番号

総務－９



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 市町村未来づくり交付金

予 算 額 ２，１００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目的

地方分権時代にふさわしい自立した市町村の未来づくりを支援

事 業 内 容 ２ 交付先

市町村、一部事務組合、市長会、町村会、広域市町村圏等協議会、

目 的 地域団体等

対 象

方 法 等

３ 交付対象事業

住民ニーズを踏まえ、自立的な地域づくりの推進や各種緊急

課題の解決を図る市町村等の重点事業

（１）市町村等計画及び府広域振興局地域振興計画に沿って実施

する創意工夫されたもの

（２）複数市町村又は府と市町村が連携・協力して実施するもの

（３）緊急に実施することが必要なもの

４ 交付金拡充による特別支援枠の設定

概 要 支援枠

地域力再生推進枠 ○地域力再生に資する地域住民 ３億円

活動に対する支援

行財政改革・財政 ○構造的に財政が悪化している １億円

健全化支援対策枠 市町村の行財政改革の取組に

対する支援

※市町村未来づくり資金（貸付

金）の借換及び償還期間の延

長と連動して支援を実施

担当課・係名 地方課・総務企画担当 課・係直通電話番号 075-414-4446

総務－１０



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

（一部再掲）事 業 名 地域力再生プロジェクト推進費

予 算 額 ３０４，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

住民が互いの信頼と絆をもとに、協働して、地域社会が直面している
諸課題の解決に取り組んでいく力（＝地域力）の再生を通じて、安心・
安全で活力ある自立した社会づくりを推進する。

事 業 内 容
２ 事業内容

目的
対象 事 項 内 容 予算額
方法等 市町村未来づくり ○地域団体等が行う地域力再生の活動に 300,000千円

交付金・地域力 直接支援 （再掲）
再生推進枠 市町村未来づくり交付金を拡充

地域力再生推進枠（３億円）を創設
（ ）市町村との協働により５億円の支援規模を予定

地域力再生府民 地域活動に取り組む団体等のネットワ 1,000千円

○

「 」フォーラム事業 ーク組織 地域力再生府民フォーラム
の創設・運営

地域力再生プロ 地域力再生に係る施策の企画立案、施 500千円

○

ジェクト推進会議 策効果の検証等を行う推進会議の開催
開催

地域力再生事業 地域力再生のための政策提案を公募 2,000千円

○

コンクール実施 し、府や市町村により施策化を推進

地方自治法施行60 地域力再生に貢献された自治組織のリ 1,000千円

○

周年記念特別表彰 ーダー等の表彰
事業

担当課・係名 地方課・総務企画担当 課・係 電話番号 075-414-4446

総務－１１



平成１９年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

地域防災力充実事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１３６，７００千円

１ 目 的

大規模災害等発生時に備えて、府内市町村の防災体制の強化を図る

事 業 内 容 ため、地域防災の要である消防団や初期消火活動等を行う自主防災組

織等の活性化を図り、もって、地域における防災力の向上を推進する。

２ 事業概要

（１）消防団資機材等総合整備事業補助金

補助対象事業の内、消防団員確保促進事業について重点的に支援す

目 的 ることで、消防団員の減少を抑制し、消防団活動の活性化を図る。

また、自主防災組織についても、その育成事業について優先的に支援

対 象 することとする。

事 業 名 補 助 対 象 補助率

ポスター方法等 １ ①消防団員確保 資格等取得経費、広報誌、

地域防災 促進事業 等ＰＲ活動に要する経費等

活動促進 ②自主防災組織 訓練等経費、ハザードマップ等

事業 育成事業 作成費、自主防災組織連絡協

(ｿﾌﾄ) 議会開催経費、合同研修の経

費等地域の防災リーダー養成

に要する経費 等 １／２

２ ①消防団・自主 消防ポンプ車、消防団活動服、 以内

消防団等 防災組織等資機 自主防災組織等資機材 等

活動支援 材整備事業

総合整備 ②女性消防団 女性消防団(隊)活動服、軽可搬

事業 (隊)育成事業 式ポンプ 等

(ﾊｰﾄﾞ) ③消防団等環境 消防団拠点施設、アポロキャッ

整備事業 プ 等

補助対象者 市町村、一部事務組合 等

（２）消防団員激励事業

消防団員の奉仕的かつ献身的な活動に対し、その労苦に報いるととも

に団員の処遇改善に資するため、激励金を交付する。（ 京都府消防協（財）

会が実施する事業に対して助成。）

担当課・係名 消防室 消防担当 課・係 電話番号 075-414-4468

総務－１２



平成１９年度当初予算案主要事項説明
総務部

消防広域化等推進事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継 続４，０００ 千円

１ 目的

消防救急無線のデジタル化を契機に、指令業務の共同運用化を図るなど

消防体制のあり方を検討し、消防力の効率的運用や充実強化に向け、消防

の広域化を推進する。

事 業 内 容 ２ 概要

（１）「京都府消防体制あり方検討委員会」の運営

対 象 ○構成 市町村長、消防長、消防団長等消防関係者、学術経験者等

○内容 消防体制のあり方の検討

消防救急無線の広域化・共同化整備計画の策定〕方法等 ⑱〔

・消防救急無線の広域化・共同化による整備・運用の検討

⑲検討内容〔消防広域化推進計画の策定〕

・指令業務の共同運用の検討

・消防団、自主防災組織との連携強化の検討

・消防（組織）の広域化の検討

（２）指令業務の共同運用に関する調査・分析の委託

○内容 ・消防指令業務の現状等調査

・消防指令業務の共同処理に係る運用の検討

・共同処理システムの構築に係る指令台構成の検討

・既設システムの変更・改修方法の検討 等

消防室 消防担当 課・係 電話番号 075-414-4468担当課・係名

総務－１３



平成１９年度当初予算案主要事項説明
総務部：企画環境部：保健福祉部

原子力防災対策事業費
事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 継 続２２５，０７１千円

１ 趣 旨
原子力災害対策特別措置法の趣旨を踏まえ、適切な原子力防災対策

を推進する。

２ 事業概要

（千円）事業内容 所 管 事 業 名 事 業 概 要 金額

原子力発電所緊 緊急時連絡網の管理運営、防対 象
８７，１９８急時安全対策事 災活動資機材の整備並びに原子

業 力防災に関する普及啓発等方法等 総 務 部
（防災室）

原子力防災対策 原子力発電所への立入検査の

１，０００推進事業 実施等に伴う専門委員の設置

原子力防災対策 放射線の環境モニタリング、測企画環境部
１１９，７２８（環境管理室） 事業費 定機器等の整備

緊急被ばく医療 緊急被ばく医療体制の充実を図
１１，０００

ネットワーク調査 るため、緊急被ばく医療ネットワー

研究事業 ク調査検討会を開催
保健福祉部
（医療室）

原子力発電施設 放射線測定機器及び設置施設

４，５９９等緊急時医療施 の維持管理等

設等運営費

１，５４６原子力安全対策 緊急被ばく医療活動用資機材

機器整備事業 の整備

計 ２２５，０７１

防災室 原子力等安全対策担当 075-414-4473担当課・係名 課・係・電話番号

環境管理室 大気担当 075-414-4709
医療室 地域医療事業担当 075-414-4745

総務－１４



平成１９年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

地震等災害対策普及啓発事業費事 業 名

予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別 新 規１，８００千円

１ 目 的

活断層調査（１４年度～１６年度実施）や地震被害想定調査（１７～１8

年度実施）の成果を踏まえ、その結果を公表し、地震に関する知識の普

及啓発を実施することにより、地震災害の減災対策を推進する。

事 業 内 容

２ 内 容
対 象

○防災対策に活用するため、府域の震度等分布図を防災関係機関

方法等 へ配布

（配布先）

市町村、消防、警察、自衛隊、海上保安庁、日本赤十字会

ライフライン機関

○新しい地震被害想定結果等のホームページ、府民だよりへの掲

載による府民への情報提供

○府民からの希望に応じ、職員が直接出向いて新しい地震被害想

定結果の説明等を実施

担当課・係名 防災室 防災担当 課・係 電話番号 075-414-4475

総務－１５



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

統計情報システム運営費事 業 名

予 算 額 ８，９００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

① 府及び市町村職員の統計データによる客観的根拠に基

づく施策立案を推進し、府民サービスの向上と行政事務

の効率化に資する。事 業 内 容

② 府民及びＮＰＯ法人が、統計情報から地域の現況を容目的

易に把握できるようにし、住民発・住民参画・住民協働対象

による行政の推進及び住民自らによる個性あるコミュニ方法等

ティづくりを支援する。

２ 事業内容

各種統計表の項目を単位としたデータベースを整備し、イ

ンターネットを利用した各種統計データを容易かつ効率的に

検索及び作表できる機能を有するシステムを運営する。

また、庁内の統計所管部署と事務を連携させることで、デ

ータ登録関連の業務の簡素化を図る。

075-414-4483担当課・係名 統計課 企画調査係 課・係 電話番号

総務－１６



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ４９，４００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層促進

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、26
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

約２５５箇所実 施 箇所数

文教課 私学係 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

総務－１７



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

歴史的建造物等保存伝承事業費事 業 名

（社寺等文化資料保全補助金）

継 続予 算 額 ８０，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

府内の社寺等が所有又は管理する国・府では未指定で、学術上又

は文化的価値の高い文化資料の保全を図る。

事 業 内 容

また、歴史的な景観や民俗文化等の地域資源を活用し、地域の文

目的

対象 化の高揚や地域の活性化を図るとともに、観光需要の拡大や地域振

方法等

興の促進を図る。

２ 補助対象事業

① 文化資料の補修

美術工芸品の補修、建造物の修理

② 民俗文化資料の保全

有形の民俗文化資料の保全、無形の民俗文化資料の保全、

無形の民俗文化資料の映像記録等整備

③ 文化資料保存施設及び設備の整備

収蔵庫の設置、防災・防犯設備の整備又は保存施設の修理

④ 遺跡・名勝・天然記念物の保全

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－１８



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

祇園祭山鉾懸装品新調事業費補助金事 業 名

継 続予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

事 業 内 容 祇園祭山鉾懸装品のうち文化財的価値が高く、大型で貴重な

目的 前掛・胴掛・見送りなどの懸装品を退役保存するため、その代

対象

方法等 替として現代の意匠・染織技術の粋を集めた懸装品新調事業に

対して補助する。

２ 平成１９年度新調事業計画

新調点数 ５点（予定）

事業費総額 ３７，５００千円

補助率（負担率） ２／５

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－１９



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

私立学校教育振興補助金事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別19,458,023千円

１ 概 要

私立学校が京都府の学校教育において重要な役割を果たしているこ

とを踏まえ、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の教育費負担

の軽減等を図る。

事 業 内 容 ２ 本年度の特色

(1)教育改革推進支援（高等学校）

◇特色教育推進補助の充実 619,000千円 (充実 )
私学のニ－ズを踏まえ、特色教育推進補助の補助項目を再編・充実し、

私立高校の特色・魅力づくりを強力に支援

・きめ細かな生徒指導への支援

(私立学校いじめ等相談体制緊急対策事業の継続、

不登校生徒サポート事業、「非行防止教室」の実施 )

・「命の大切さ」を学ぶ教育の推進

（生徒対象のＡＥＤを使った心肺蘇生講習の実施）

・特色ある教育の充実

（特別支援教育の充実、栄養教諭・専任司書教諭の配置）

(2)経営改革推進支援（高等学校）目的

◇私立学校連携推進支援費の創設 1,000千円 (新規 )対象

学校施設の共同利用、教材・教具の共同購入など私学経営の一層の効率化の方法等

ため、複数の学校間による連携・協力・共同事業を協議する共同事業推進連絡

協議会等の設置・運営に対し補助。

◇「経営改善割」の予算枠の増額 200,000千円 (充実 )

(3)教員の資質向上支援（幼稚園）

◇幼稚園教諭１種免許状保有促進費補助の創設

1,000千円 (新規 )
教員の資質及び専門性を向上させることにより、幼児教育の一層の充実を図

るため、幼稚園教諭１種免許状認定講習会に教員を派遣する私立幼稚園に対し

て補助を行う。

３ 予算の内訳

区 分 予算額（千円）

10,049,639高 等 学 校 運 営 費 補 助 等

2,385,500中 学 校 運 営 費 補 助

1,058,729小 学 校 運 営 費 補 助

5,262,287幼 稚 園 運 営 費 補 助 等

82,318専修・各種学校教育振興補助等

619,550私 学 関 係 団 体 補 助

19,458,023計

担当課・係名 文教課 私学係・助成係 課・係 電話番号 075-414-4517

総務－２０



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部

府立の大学改革推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規８３，０００千円

１ 趣 旨

教育の質の向上、研究の高度化、地域貢献の拡充など時代の要請に対応す

るため、府立医科大学及び府立大学の公立大学法人化を含めた大学改革を推

進し、自主性と責任を尊重した大学運営、的確な評価に基づいた運営基盤の

強化を実現する。

事 業 内 容

２ 事業概要

目 的 大学改革を推進することに伴い必要となる、財務会計等のシステム整備や

対 象 ネットワーク環境整備等を実施する。

方 法 等 ○財務会計・人事給与システム整備及びネットワーク環境の整備

○法人評価委員会の開催

○公立大学法人設置認可申請等

担当課・係名 府大学改革推進室 課・係 電話番号 075-414-4524

総務－２１



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部

府立の大学総合教育・研究交流拠点施設基本計画策定費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５，０００千円

１ 趣 旨

大学改革の一層の推進と教育研究体制の充実等を図るため、周辺の行政機

関との連携等も視野に入れながら、大学施設の利活用の検討を行い、府立の

大学総合教育・研究交流拠点施設整備に係る基本計画の策定を行う。

２ 事業概要

□ 整備検討の基本方向

大学教育・研究機能

△

事 業 内 容 京都工芸繊維大学と府立両大学の教養教育の共同化や府立大学公共政策

学部の設置に係る施設 など

地域連携機能等

△
目 的 産学公連携機能、生涯学習機能、地域連携機能、交流スペース など

対 象

□ 計画策定

方 法 等

施設の整備に向けて、必要な機能の具体化と施設内容、規模、工程等の検

討を行い、整備に必要な具体的な建設・設備計画を策定する。

担当課・係名 府大学改革推進室 課・係 電話番号 075-414-4524

総務－２２



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

電子カルテシステム整備費事 業 名

予 算 額 ７９２，７２３ 千円 新規・継続の別 継続

患者の診療情報に係る記録を電子的に保存する「電子カルテシステム」を、

従来のオーダリングシステムや部門管理システムと合わせて、総合医療情報シ

ステムとして開発し、府民サービスの向上と業務運営の改善に資するため、平

成２０年１月を目途に導入する。

事 業 内 容

（導入目的）

（１） 府民サービスの向上

目的・対象 ○カルテ情報等の患者との共有

・患者にとって見やすく分かりやすいカルテ

方 法 等 ・入院患者に電子化された治療計画により説明

○地域医療サービスの向上

・診療情報を地域医療機関に提供し、患者への継続性のある医療サ

ービスと地域の医療水準の向上

○情報の提供

・システムに蓄積された情報を活用し、疾病の動向等の最新医療情

報を府民へ発信

（２） 業務運営の改善

○計画的な病院の運営管理による病院経営の改善

○カルテの保管・管理業務の省力化

（今後の展開）

１９年度 プログラム開発（データ移行、運用テストを含む）

２０年１月～ 稼働（目途）

担 当 課 名 京都府立医科大学 病院管理課 電 話 番 号 ２５１－５２５４
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平成１９年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 外 来 診 療 棟 等 （ 第 １ 期 ） 建 設 事 業 費

予 算 額 ４，５２９，０６９ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府立医科大学は、府民の総合的な健康管理の中枢センターとして、また､

「世界のトップレベルの医学を京都府民の医療へ」をモットーとした最高

水準の高度医療の提供施設としてその位置づけがますます重要となってい

る。今後ともこの使命を十分果たし、京都府の医療拠点として府民医療に

事 業 内 容 一層貢献できるよう、外来診療棟を中心とした整備を行うこととし、平成

１８年１０月に第１期工事に着工、平成２０年７月の完成を目指す。

目的

対象 ２ 整備概要

方法等 全 体 内 容 外来診療棟、臨床医学学舎の新築等
△

面積 ３４，８５０㎡（地上８階、地下１階）

工期 平成２２年度完了予定

第１期建設年度 平成１８年度～平成２０年度

△

主な機能等（府民本位の３つの視点）

△

○府民にやさしい大学病院

小児医療センター

予防医学センター

急性期リハビリテーション拠点

地域医療支援拠点

患者にやさしい新外来棟

○環境に配慮した施設

○危機に強く、支えとなる建物

担当課・係名 京都府立医科大学庶務課企画情報係 課・係 電話番号 075-251-5208

総務－２４



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

医 師 確 保 対 策 費事 業 名

新規
・予 算 額 新規・継続の別６３３，９３１ 千円

拡充

１ 趣 旨
医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、市町村

や主要病院等と連携し、総合的な医師確保対策を推進

２ 事業内容

◎ 医師バンクの充実 532,531千円
(1) 中堅医師の確保 （150,250千円）

地域医療従事医師に対する研修・研究支援事 業 内 容

△

病院助手（仮称）の創設 〈医科大学〉

△

(2) 指導医の確保 （ 90,631千円）

指導医の派遣経費を派遣元病院に対して補助目 的

△

新たな助手枠（医師確保枠）の設置〈医科大学〉対 象

△
(3) 若手医師の確保 （287,000千円）方 法 等

医師派遣調整会議において若手医師の育成システムを構築

△

専攻医制度の充実〈医科大学〉

△

専門医育成システムの充実〈医科大学〉

△

(4) 女性、退職医師の復職支援（ 3,150千円）

(5) 医師バンク等運営費 （ 1,500千円）

◎ 地域医療を担う若手医師の育成 54,000千円
(1) 地域医療確保奨学金制度の創設 （ 30,000千円）

(2) 地域医療を担う医学生の育成〈医科大学〉 （ 24,000千円）

◎ 医療体制の整備 47,400千円
(1) 与謝の海病院の医療機器整備（ 47,400千円）

超音波診断装置等の機器整備

△

ＩＴ機器等研修環境の機器整備

△

(2) 与謝の海病院の医師に対する研修・研究支援の充実（再掲）

担当課・係名 京都府立医科大学 庶務課 課・係直通電話番号 075-251-5211

保健福祉部医療室 地域医療事業担当 075-414-4744

保健福祉部府立病院改革プロジェクト 075-414-4750

総務－２５



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

が ん 拠 点 病 院 整 備 事 業 費事 業 名

６３，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

死亡原因の第１位を占める悪性新生物（がん）について、府民が身
近な地域で、質の高い診療を受けることができるよう、都道府県がん
診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病院及び地域医療機関との
連携を進め、府内全域のがん医療水準を向上事 業 内 容

２ 事業概要
（単位：千円）

15,000◆ 都道府県がん診療連携拠点病院機能強化事業

目 的 府立医大における都道府県がん診療連携拠点病院機能強化事業に必要な経費

△

対 象 内容：がん診療連携拠点病院ネットワーク事業、がん医療従事者

＊
方 法 等 研修事業、がん相談支援事業、院内がん登録促進事業

◆ 45,000地域がん診療連携拠点病院機能強化事業

地域がん診療連携拠点病院に対する助成（独立行政法人を除く）

△

内容：がん診療支援事業、院内がん登録促進事業、相談支援セン

＊

ター事業、がん医療従事者連携事業 等

◆ 2,000在宅緩和ケア支援推進事業

住み慣れた地域で初期から末期までのトータルな緩和ケアを推進し、患者の

△

療養生活を向上

＊ 在宅緩和ケアに係る普及促進事業及びネットワーク事業

1,000◆ がん対策戦略推進会議

府立医大及び京大病院のがん専門家による京都府の総合的ながん対策の推進

△

を図ると共に、がん対策推進基本計画を策定

075-414-4742
保健福祉部健康・医療総括室

健康増進室健康増進担当
担当課・係名 課･係 電話番号

075-251-5233
京都府立医科大学附属病院

病院管理課総務調整係

総務－２６
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